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サステナビリティに関する経歴

・カルチャー変革推進部サステナビリティ推進グループ 2024年～

・経営企画部サステナビリティ推進グループ 2023年

・経団連自然保護協議会 事務局出向 2021年~2023年

その他の経歴

営業本部

企業マーケット開発、法人営業

日本財産保険（中国）有限公司出向、など
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アゼルバイジャン・バクー2024

カナダ・モントリオール2022
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なぜ企業が環境配慮に取り組む必要があるか
◼ プラネタリーバウンダリー：地球環境が許容できる限界を９つの

最重要プロセスを科学的に分類。現在６つが危機的状況で、
安全な領域から大きく外れている。⇒最新のレポートでは７つ！

◼ 自然への依存：自然を喪失すると、世界のGDPの約半分に
あたる44兆ドル（約4,700兆円）の経済価値を喪失*。

◼ 事業のレジリエンス：気候変動による自然災害の増加、水や
自然資本の不足は、事業基盤に大きく影響。

*世界経済フォーラム（WEF)
“The Future of Nature and Business”報告書（2020）より

（Current status of control variables for all nine planetary 
boundaries.をもとに作成）

https://www.science.org/doi/10.1126/sciadv.adh2458
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なぜ企業が環境配慮に取り組む必要があるか

◼ ダスグプタ・レビュー（生物多様性の経済学）：英国政府財務省が2021
年2月に公表した人間の経済活動と自然生態系との関係に関する報告書。

◼ 自然資本の価値を経済活動に反映させ、自然資本・人工資本・人的資本
の3つをバランスよく保ち、包括的な富を最大化することを目指すべき。

出典：生物多様性の経済学：ダスグプタ・レビュー要約版

https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210630biodiversity01.pdf
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SOMPOグループの原点

損害保険

ＳＤＧｓの
理念との親和性

社会課題
（困りごと）の解決

■ 1888年東京火災創業（創業から135年）
■ 江戸の火消しの心意気が創業精神（お客さまを守る／街の課題を解決する）
■ 東京火災消防組は国から正式認可された唯一の私設消防組

金閣寺に現存する
「鳶口マーク」

（現在取り外して保管中）

鳶口（とびぐち）
延焼を防ぐために家屋を壊す道具

東京火災の徽章

火消しの様子
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地球環境に対する損保ジャパンのリーダーシップ

経団連ミッションの団長として
社長（当時）が参加
サイドイベント（ジャパンデ
ー）に登壇

サイドイベント（国連グローバル・
コンパクト）に会長（当時）が登壇
し、グループの取組みを発信

1992年 リオの地球サミット 2012年 国連持続可能な開発会議（リオ＋20）

2022年 CBDCOP15＠カナダ・モントリオール

最新動向を先取り

「リーダーシップ」と「対外的なプレゼンス」

西村明宏環境大臣（当
時）との対談

2024年 CBDCOP16＠コロンビア・カリ
サイドイベント（UNDP）で、
経済界の寄付で支援している
SATOYAMAイニシアティブ
（COMDEKS4）の取組み内
容について発信

損保ジャパンは、経団連 企業行動SDGS委員長、経団連自然保護協議会長、企業市民協議会長を輩出
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SOMPO気候アクション（2021年～）

2021年の前中期経営計画と同時に「SOMPO気候アクション」を公表
適応や緩和への取組みだけでなく、「社会のトランスフォーメーションへの貢献」に注力
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OECM100か所プロジェクト

◼ Other effective area-based conservation measures
国立公園等の保護区ではないものの、生物多様性を効果的に保全しうる地域のこと

◼ 「３０ｂｙ３０」
2030年までに陸域・海域をそれぞれ30%以上
保全するという目標

◼損保ジャパンはEco-DRR（生態系を活用した防災減災）
の普及とネイチャーポジティブに向けて、自社のほか企業や
自治体のOECM申請を支援し、
OECM100か所の登録を目指します。

損保ジャパンは、環境省が運営する、OECM登録推進に賛同する連合体、
「３０ｂｙ３０アライアンス」に加盟しています。

「持続可能な地域づくりのための生態系を活用した防災・減災の手引き（環境省）」から抜粋。

https://www.sompo-hd.com/csr/materiality/topic4/

https://www.sompo-hd.com/csr/materiality/topic4/
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SAVE JAPANプロジェクト

◼SAVE JAPANプロジェクトとは
日本ＮＰＯセンター等と協働で生物多様性保全活動を行うプロジェクト。
Web証券・約款や自動車事故時にリサイクルパーツを選択いただくことで
削減したコストの一部を原資として2011年にスタート。

◼2023年度から以下のプロジェクトを支援
「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」の浸透・促進に資する活動支援
「自然共生サイト」への申請プロセスの支援

◼自然共生サイトに認定されたプロジェクト例（2024年度3件）

蒜山高原鳩ヶ原草原及び周辺湿原（岡山県、蒜山自然再生協議会）
背丈の低い希少植物に太陽の光を当て、生育を促すために、草刈りを実施

尾無の湿地（左）中津干潟（右） （大分県、NPO法人水辺に遊ぶ会）
生息するベッコウトンボ（左）カブトガニの保全を学ぶ子供たち（右）

詳細：ネイチャーポジティブ・生物多様性に関する取組みの加速

https://www.sompo-japan.co.jp/-/media/SJNK/files/topics/2024/20241105_2.pdf?la=ja-JP
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自治体との連携事例

◼ 自治体の自然共生サイトに企業を集めて、自然資本の活用や企業のマッチングを実施（神戸市）。
◼ 地域の生物多様性戦略の普及啓発と、生物多様性に関する企業活動におけるNPOとの連携事例を

紹介するセミナー（静岡県）。
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自然資本の価値化による脱炭素と地域のレジリエンス

◼ 一般社団法人ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（理事長：馬奈木俊介九州大学教授、以
下「ＮＣＣＣ」）の運営に参画、企業、金融機関、自治体など６０を超える会員が強みを持ち寄って、
産官学連携で自然資本の価値化や活用に取り組む。

◼ テクノロジーを活用して付加価値と透明性の高い自然資本によるクレジットを創出。
◼ 損保ジャパンは、地域のステークホルダーをつなぐハブとしての強みを活かし、地域の活性化、脱炭素、

レジリエンス向上に資する、日本らしい課題解決を示し、社会のウェルビーイングの向上を目指す。

衛星画像やAIを使ったサプライチェーン分析により透明性確保

ユニティ・グリーン工法（辻田建機特許）を活用したクレジット第1号

詳細：NCCCが世界初の手法によるカーボンクレジット認証規約の確立とボランタリーカーボンクレジット（第一号）を認証

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000002.000141392.html
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CSOラーニング～木を植える人を育てる～

◼ 大学生・大学院生が、環境分野のCSOにインターンシップで参加。
◼ 2000年に開始し、これまで70以上の団体に約1400名を派遣、2019年からインドネシアでも開催。

修了生は、環境省やNPO法人、損保ジャパンに就職するなど
25年間の取組みは、環境人材の育成につながっている。
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市民のための環境公開講座

申込リンクはこちら→ https://www.sompo-ef.org/kouza/kouza2025/

1993年に開講、今年で33年目

https://www.sompo-ef.org/kouza/kouza2025/
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生物多様性分野に取り組むうえでの課題

◼指標と目標設定と計測

◼投資家との対話（TNFD開示の活用）

◼専門性の高さ

◼自然共生サイト（OECM）の企業としての活用


